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木材の利用促進に関する研究 
羽地龍志、松本幸礼、花城可英、嘉手苅幸男、上原健司、鷲田加奈子 

 

 木材の製材現場において、その性状を迅速に把握する評価法を確立することを目的に、平成 20 年度は木質性状評価に

関する機器を選定・導入し、針葉樹であるリュウキュウマツの評価を試みた。平成 21 年度は沖縄県名護市の２地点に造

林されたリュウキュウマツの立木を対象に非破壊評価を行ったほか、この立木を伐採した後に試験片を製作し、曲げ試

験等による強度評価を実施した。平成 22 年度は、造林された地域による木材性状の差を検討するため、国頭村宜名真地

域の４地点および国頭村奥地域の２地点を新規に追加した計３地域８地点で評価を実施した。 

本報告は平成 20 年度から 22 年度にかけて実施された「亜熱帯島嶼域における森林の環境保全と資源利用に関する研

究推進事業」の分担テーマの一部である。 

 

１ はじめに 

木材を工業的に使用する場合には強度的にも材質的に

も均質な材料を入手することが望ましいが、生物材料で

ある木材は金属材料やプラスチック材料などの工業製品

と比較するとその性質が一定ではない。他府県の木材業

界ではユーザーの用途に適した材質の製品を供給するた

めに、建材として使用される頻度の高いスギやヒノキな

どの丸太に対してグレーディング（等級分け）を実施し

ている 1-3)。木材を破壊することなく、その性状を評価す

るグレーディング技術を確立するためには木材の強度、

含水率、比重など木材性状に関する多くのデータを蓄積

する必要があるため労力と時間を要すると考えられる。

そのため生産量および流通量の多いスギやヒノキに関す

るグレーディング技術はかなり確立した技術と考えられ

るが、本土市場と比較して亜熱帯性木材は流通量が少な

いためグレーディング技術は未だ確立されていない。 

沖縄県に広く繁茂するリュウキュウマツを例に挙げ

ると、リュウキュウマツは他の木材と比較して木目が美

しく商品価値がある反面、小径木が多い、曲木が多い、

比重のばらつきが大きい、供給量が不安定、など現状の

ままで乾燥平板などの用材として利用する際には不利に

なる点が多く競争力が弱い 4-6)。グレーディングされてい

ないため木材の良否の見極めはユーザーの技量に委ねら

れている部分も大きいと推定され、強度が要求される部

分に適用する際、曲げ強度やヤング率等の木材性状が不

明確なため安全率を大きく設定する必要があり部材寸法

が大きくなる。このため過剰強度（オーバースペック）

になりがちである。 

また、リュウキュウマツの特徴の一つに高比重という

点がある。比重が比較的高いため、他木材で同形状の製

品を製作した場合、製品の総重量が重い。従って、安全

率を過大に設定した製品は必然的に重く且つ可搬性が悪

く、輸送コストの増加にも繋がる等新たな製品開発の妨

げとなる可能性がある。このように強度や意匠性が要求

される部分に、予め強度を測定あるいは推定した高強度

の木材を適用することによって製品の競争力や新製品開

発、販路開拓に繋がると期待できる。 

本研究では、亜熱帯性木材の性状評価技術を確立する

ことによって用途に見合った付加価値の高い競争力のあ

る製品の供給や新たな販路開拓に寄与することを目的と

した。 

 

２ 実験方法 

2-1 立木の強度推定 

2-1-1 試験の内容 

 木材には節が内在していることや、部位によって年輪

幅や含水率が異なるなど均質ではないため、これらの影

響を除去した状態で試験を実施するためには測定対象物

の寸法は小さいことが望ましい。しかしながら曲げ試験

では「測定対象物を破壊する」、「製材や乾燥に時間を要

表 1 測定対象と試験内容などの比較 

木材を伐採して試験片を作成するので広義では破壊試験に
含まれると考えられるが、試験片自体は壊さないことから非破
壊試験として分類した

立木ヤング率測定

（非破壊試験）

試

験

両端自由たわみ

振動波形測定

（非破壊試験※）

曲げ試験

（破壊試験）

時

間

乾燥時間：無
加工時間：無
測定時間：短

乾燥時間：長
加工時間：中
測定時間：長

乾燥時間：長
加工時間：長
測定時間：中

※

試験片（小）試験片（大）

測
定
対
象

リュウキュウマツ立木
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する」など、現場で迅速に強度を推定したい場合には不

向きな点がある。さらに、「簡易的に強度を把握する」こ

とを併せて考慮すると測定対象物は製品に近い形状や立

木に対して非破壊で測定を実施することが必要となる。

そこで木材の強度測定は、表１に示すように測定対象別

に試験内容を区別して実施し、それぞれの試験で得られ

る木材性状の相関を検討した。また、測定地点毎の試験

項目を表２に示す。なお、表中の詳細な試験内容は次節

以降に記載する。 

 

2-1-2 立木の強度推定原理 

木材性状（立木ヤング率）を立木の状態で「現場的」

且つ「簡易的」に推定する機器を模索し、日本ビニロン

株式会社製立木強度測定器ツリーチェッカーを導入した。

当該機で得られる立木ヤング率はスギやヒノキの（立木）

を対象に研究を重ね開発された 2,7)ものであるが、当該機

の開発元である日本ビニロン株式会社との共同開発を担

当した静岡県農林技術研究所 森林・林業研究センターの

池田潔彦研究主幹らとの打ち合わせの結果、当該機の立

木ヤング率の測定原理は、（１）式に示す「木材表層に取

り付けた２つのセンサ間を応力が伝播する速度と密度の

関係から算出する」というシンプルな原理 7)なので、リ

ュウキュウマツにも適用できるだろうとの助言を得た。

また、２つのセンサ間の距離と、立木の繊維方向におけ

るセンサ間の応力伝播時間を実測するのに対して立木の

密度は測定者が代表値を入力するため、算出される立木

ヤング率は正確な値ではないことも併せてわかった。こ

れについては、池田の研究結果 7)より、複数の立木間の

比較や地域ごとの傾向を把握するための機器として十分

に適用可能と考えた。 

測定は複数本の立木を定期的且つ継続的に実施した。

測定前にセンサ間の距離（80cm）と立木の密度 ρを入力

し、その後測定を実施する。立木の密度 ρは測定対象毎

に異なるが、非破壊では求めることができないので一定

値 ρ＝1.0g/cm3 とした。伝播速度 V はセンサ間距離と応

力の伝播時間から算出される。 

/g2 ρ×=VE   －(1)  

 

2-1-3 測定対象樹木および測定地点 

測定対象となる亜熱帯性樹木は、株式会社ざまみダン

ボール（代表者：座間味勲 氏）の協力を得て、同社が所

有している山林中（沖縄県名護市２カ所および国頭村宜

名真３カ所）に造林された樹齢約 40 数年のリュウキュウ

マツを選定して立木ヤング率の測定対象とした。また、

県有林（国頭村宜名真１カ所、国頭村奥２カ所）のリュ

ウキュウマツも併せて測定対象とした。これら全８カ所

の測定地点の位置関係を図１に、また各地点の座標およ

び測定した樹木数等を表３に示す。本報告中では測定地

点毎に「ポイント１」から「ポイント８」として区別し、

ポイント１および２を「名護地域」、ポイント３からポイ

ント６を「宜名真地域」、ポイント７および８を「奥地域」

として扱うものとする。 

名護地域（ポイント１および２）と宜名真地域（ポイ

ント６を除く）に造林されたリュウキュウマツは、株式

会社ざまみダンボールが製品原料に供することを目的と

してほぼ同時期に造林されたもので、名護地域は昭和 57

年から昭和 60 年にかけて除間伐および枝打ちされてい

る。これらの地域の測定対象樹木の選定時には、造林さ

れたリュウキュウマツの管理を担当している株式会社沖

縄造林の比嘉俊次部長に同行していただき、葉や樹皮の

状態を観察しながら松食い虫による被害木や大きく湾曲

した樹木を測定対象に含めないように努めた。宜名真地

域（ポイント６）および奥地域（ポイント７および８）

における選定作業は沖縄県森林資源研究センターの担当

職員の同行のもと、助言を得ながら実施した。 

なお、図１中の沖縄本島および各測定地域の地図は、

そ れ ぞ れ 「 Craft MAP 日 本 ・ 世 界 の 白 地 図 

（http://www.craftmap.box-i.net/）」および「Yahoo!地図 

（http://map.yahoo.co.jp/）」に掲載されている画像をダウ

ンロードし一部加工したものである。また、表３に示す

各測定ポイントの座標は、GARMIN 製ハンディ GPS etrex 

VISTA を用いて測定したものであり、標高については

ここで、E：立木ヤング率  V：伝播速度 

ρ：密度      g：重力加速度
表２ 試験項目 

測
定
地
域

測
定
ポ
イ
ン
ト

立
木
ヤ
ン
グ
率

測
定

両
端
自
由
た
わ
み

振
動
波
形
測
定

曲
げ
試
験

１ 複数回 ○
※1 ○

２ 複数回 ○
※1 ○

３ １回 ○
※2 ○

４ １回 ○
※2 ○

５ １回 ○
※2 ○

６ １回 － －

７ １回 － －

８ １回 － －

名護

宜名真

奥

※１　平成22年1月伐採
※２　平成22年11月伐採  



－ 沖縄県工業技術センター研究報告書 第 13 号 平成 22 年度 － 

 - 40 -

「北海道大学情報基盤センター北館ホームページ 

（http://www.hucc.hokudai.ac.jp）」にて求めた。 

 

2-1-4 測定方法 

 表２に示すように各ポイントにおいて選定したリュウ

キュウマツの胸高部の立木ヤング率を測定した。名護地

域における測定は 2009 年（平成 21 年）11 月から開始し、

2010 年（平成 22 年）９月まで極力月１回の頻度で継続

的に実施した。その他の地域のリュウキュウマツに関し

ては、１回測定した。樹皮や表層付近が降雨等によって

湿潤状態になると応力伝播時間の測定値に影響を及ぼす

ことが懸念されることから、天候による影響を避けるこ

とを目的に、測定は晴天時の午前 10 時から午後３時の間

に行った。また、測定日の前日も晴天であることも併せ

て測定条件とした。 

 

2-2 製材の両端自由たわみ振動波形測定 

前節に示したツリーチェッカーによって得られる立木

ヤング率と曲げ試験等の破壊試験から得られる曲げヤン

グ率を比較し迅速試験法としての妥当性（正確性）を検

討した。これらの試験に供する試験片は名護地域および

宜名真地域から伐採したリュウキュウマツを製材したも

のである。 

打撃用ハンマ（インパルスハンマ）、振動検出部（普通

騒音計）、フィルタおよび解析部（マルチチャンネルデー

タステーション）などからなる両端自由たわみ振動波形

測定システムを用いて共振周波数などを求めヤング率を

算出する。共振周波数 f とヤング率 E および試験片の形

状の関係を（２）式に示す。また、図２に測定システム

を示す。 

)  m  i ( / ρ  f  L ) 2π (  E 42242=   －(2)  

 

2-2-1 測定対象樹木の伐採 

曲げ試験等の強度試験（破壊試験）に供する樹木は、

立木ヤング率を測定した樹木から 28 本を選択・伐採した。

伐採地域と伐採数は表３に示した。伐採作業は 2010 年

（平成 22 年）1 月および 11 月の晴天日に実施した。 

測定対象樹木は地表から約 10cm の位置でチェーンソ

ーを用いて伐倒し、ワイヤをかけて直ちに林道に引き出

宜名真地域
4ポイント

名護地域
2ポイント

名護市

国頭村

奥地域
2ポイント

 

二見

辺野古

ポイント１
ポイント２

名護地域

宜名真

ポイント３

ポイント４
ポイント５

ポイント６
宜名真地域

国頭村
奥

赤崎

楚州

ポイント７
ポイント８

奥地域

 
図 1 測定地域と測定ポイント ここで、L：試験片長さ 

    f：共振周波数 
    ρ：密度 
    I：断面二次半径 
    m：モード字数で決まる定数 
      一次モードは m=4.730 

表３ 各測定ポイントの状況 

測
定
地
域

ポ
イ
ン
ト

緯度 経度
標高
（m）

測定数
（本）

伐採
（本）

１ 26° 33’ 03.52″ 128° 01’ 16.76″ 112 40 6

２ 26° 32’ 51.85″ 128° 01’ 16.62″ 100 34 7

３ 26° 49’ 44.50″ 128° 15’ 19.92″ 195 15 4

４ 26° 49’ 42.78″ 128° 15’ 20.95″ 196 15 3

５ 26° 49’ 37.77″ 128° 15’ 32.95″ 193 30 8

６ 26° 50’ 36.22″ 128° 15’ 47.80″ 200 29 －

７ 26° 49’ 07.63″ 128° 18’ 07.66″ 152 30 －

８ 26° 49’ 08.79″ 128° 17’ 53.91″ 205 30 －

名護

宜名真

奥
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した。その後、図３中の斜線部で示す部位（胸高部およ

びその上部）から長さ 110cm および 50cm の丸太をそれ

ぞれ切り出した。長さ 110cm の丸太（以下、長尺丸太と

いう）の根元に近い方の端部から厚さ 3～5cm の円盤を

切り出して年輪幅確認用試験片とした。残部は両端自由

たわみ振動波形測定用試験片の作成に用いた。また、長

さ 50cm の丸太（以下、短尺丸太という）は曲げ試験片

作成用とした。 

 

2-2-2 試験片の一次加工 

短尺丸太から曲げ試験片を、長尺丸太からは両端自由

たわみ振動波形測定用試験片をそれぞれ採取する。リュ

ウキュウマツに限らず傾斜地に造林された樹木は湾曲し

て生長することが多く、湾曲した樹体を保持するため樹

木内部には応力が残留している 8,9)。針葉樹の場合には谷

側に圧縮応力が残留することがわかっており 8,9)力学的

特性に影響を及ぼすことが懸念されたため、試験片作成

時にこの部分（あて材）を除去し、図４に示すように山

側部分から採取するよう努めた。曲げ試験片は短尺丸太

からできるだけ多くの試験片を作成し、両端自由たわみ

振動波形測定用試験片についてはツリーチェッカーによ

る立木ヤング率の測定値との比較のため、可能な限り樹

皮に近い部分から１本作成した。 

 

2-2-3 曲げ試験片および両端自由たわみ振動波形測定

用試験片の加工 

 各丸太から荒取りした一次加工材は、研究室内の乾燥

庫内および乾燥機に放置し乾燥させた。乾燥工程では

（株）ケツト科学研究所製木材水分系 HM-520 を用いて

一次加工材の含水率を定期的に測定し、含水率の変動が

なくなったことを確認後、曲げ試験片（20×20×320mm）

および両端自由たわみ振動波形測定試験片（60×60×

800mm）を作成した。 

 

2-2-4 樹高の測定 

名護地域および宜名真地域（ポイント６を除く）に造

林されたリュウキュウマツの樹高は、BOSCH 製 DLE50 

PROFESSIONAL を用いて測定した。測定方法は、測定者

が測定対象となる立木から約 2m 離れた位置に立ち、当

該機を胸の高さに保持しながらレーザポイントを立木の

先端付近を狙い照射し、当該機に表示される測定値に測

定者の胸高（=1m）を加算するという簡易的な方法だが、

（後日伐採した）伐採木の樹高の実測値との差は±1m

以内であり、「簡易性」および「可搬性」の観点から有効

と判断した。ポイント６および奥地域における樹高は検

測桿を用いて測定した。 

 

2-2-5 曲げ試験 

表２に示した名護地域および宜名真地域（ポイント６

を除く）から伐採した樹木（伐採数は表３参照）に対し

て短尺丸太から曲げ試験片をそれぞれ複数本作成し、「日

普通騒音計

インパルスハンマ
木綿糸

マルチチャンネルデータステーション フィルタ

①

②

試験片（リュウキュウマツ）
60×60×1000mm

ノートPC

224mm

④ ③

図 2 両端自由たわみ振動波形計測システム 

50
cm

11
0c

m

短尺丸太

長尺丸太

年輪幅測定用

両端自由たわみ
振動波形測定用

曲げ試験用

 
図 3 丸太切り出し位置と丸太寸法 
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図 4 試験片採取位置の例 

表 4 試験条件 

試験名 曲げ試験

試験片寸法 20 mm ×20 mm ×320 mm

試験方法 3点曲げ試験

負荷の箇所 柾目面

スパン 280 mm

試験速度 5 mm/min.  
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本工業規格 JIS Z 2101 木材の試験方法」に記載されてい

る曲げ試験方法に準じて試験を実施した。また、曲げ試

験後の試験片端部から約20mm 角の小試験片を切り出し

て各試験片の密度および含水率測定を行った。曲げ試験

片寸法および試験速度等の試験条件を表４に示す。 

 

３ 実験結果および考察 

3-1 立木の現状 

立木ヤング率測定に供したリュウキュウマツの各地域

における胸高直径の度数分布を図５－ａから図５－ｃに

それぞれ示す。なお、胸高直径は立木の胸高部外周の実

測値をもとに算出したものである。また、各図中の直線

は胸高直径の平均値を示している。名護地域（ポイント

１およびポイント２）の測定数は 74 本、宜名真地域（ポ

イント３からポイント６）は 89 本、奥地域（ポイント７

およびポイント８）は 60 本である。各地域の測定結果は、

名護地域では平均値=21.2cm、最大値=37.4cm、最小値

=11.8cm、標準偏差=6.15 であり、宜名真地域では平均値

=26.0cm、最大値=45.2cm、最小値=13.0cm、標準偏差=7.17、

奥地域では平均値=18.2cm、最大値=36.9cm、最小値

=9.9cm、標準偏差=6.00 であった。名護地域では胸高直

径が 15～20cm の範囲のリュウキュウマツが最も多く、

宜名真地域では 25～30cm、奥地域では 15～20cm が多い。

各地域のリュウキュウマツの樹齢は同程度だが、胸高直

径は地域によって異なる傾向を示すことが確認できる。 

各地域の樹高の度数分布を図６－ａから図６－ｃにそ

れぞれ示す。各図中の直線は樹高の平均値を示している。

それぞれの地域における測定結果は、名護地域では平均

値=10.5m、最大値=15.5m、最小値=7.2m、標準偏差=1.77

であり、宜名真地域では平均値=12.7m、最大値=20.0m、

最小値=6.5m、標準偏差=2.38、奥地域では平均値=10.5m、

最大値=16.0、最小値=7.0m、標準偏差=2.00 であった。名

護地域のリュウキュウマツの樹高は 10～12m の範囲の

ものが最も多く、宜名真地域では 12～14mm、奥地域で

は 8～12m が多いことがわかった。 

図７－ａから図７－c に胸高直径と樹高の関係を示す。

胸高直径に対する樹高のばらつきは大きく、土壌および

環境により立木の生育に差が生じていると考えられる。

胸高直径と樹高の相関係数 R を求めた結果、名護地域に

ついては R(Nago)=0.23 でやや相関があり、宜名真地域は

R(Ginama)=0.12 でほとんど相関がないことがわかった。

また、奥地域は R(Oku)=0.61 でかなり相関があることが
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図 5-a 名護地域  図 5-b 宜名真地域 
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図 5-c 奥地域 

図 5 地域毎の胸高直径の分布 
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図 6-a 名護地域  図 6-b 宜名真地域 
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図 6-c 奥地域 

図 6 地域毎の樹高の分布 
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図 7-a 名護地域  図 7-b 宜名真地域 
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図 7-c 奥地域 

図 7 地域毎の胸高直径と樹高の関係 
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わかった。なお、相関係数 R に関しては参考文献 10)に基

づき分類した。 

 

3-2 ツリーチェッカーによる立木ヤング率の推定 

表２に示すように名護地域（ポイント１およびポイン

ト２）において立木ヤング率を継続的に測定した。その

結果を図８に示す。ポイント１の測定対象樹木数は 40

本、ポイント２は 34 本で合計 74 本を測定した。測定は

2009 年（平成 21 年）11 月から 2010 年（平成 22 年）９

月の期間に可能な限り月１回の頻度で継続的に実施した。

具体的には、2010 年５月および８月の測定を実施してい

ない。この時期は雨天が続いたためリュウキュウマツの

表皮が常に湿潤状態にあり測定条件を満たさないと判断

して測定を見合わせた。従って、図中にはそれぞれの樹

木に対して 2010 年５月および８月を除いた各月の測定

結果が表示されている。ツリーチェッカーのスタート側

センサおよびストップ側センサをリュウキュウマツに打

ち込む際には両センサを結ぶ線上に節や枝が位置しない

ように配慮し、上記の測定期間中に亘ってほぼ同一の部

位を測定した。その結果、立木ヤング率は測定の時期に

よってばらつくことがわかった。 

立木ヤング率の月変動を胸高直径別に比較した結果を

図９に示す。胸高直径を５つの範囲（10～15cm、15～20cm、

20～25cm、25～30cm、30cm 以上）に分類し、それぞれ

の範囲の胸高直径の平均値に近い樹木（それぞれ樹木

No.30、No.20、No.26、No.22、No.38）を選定して月変動

を比較した。最も月変動が大きいのは胸高直径が 20～

25cm の樹木で、測定期間を通して 34.4 tonf/cm2 の変動が

あった。最も変動が小さいのは 30cm 以上の樹木で、8.4 

tonf/cm2 であった。また、図より立木ヤング率は胸高直

径が小さい樹木が高い値を示す傾向があると予想された。

そこで、胸高直径と立木ヤング率の関係について検討し
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図 9 立木ヤング率の月変動 
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図 10 胸高直径と立木ヤング率の関係 
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図 11-a 宜名真地域 
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図 11-b 奥地域 

図 11 胸高直径と立木ヤング率の関係 
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た。例として、2010 年（平成 22 年）１月および 2010 年

（平成 22 年）６月に測定した立木ヤング率の測定結果と

胸高直径との関係を図 10 に示す。立木ヤング率と胸高直

径の相関係数 R をそれぞれ求めた結果、１月については

相関係数R(１月)=0.54、６月はR(6月)=0.60が得られた。

また、図 11－ａおよび図 11－ｂに示すように宜名真地域

と奥地域についても同様に相関係数を算出したところ、

それぞれ R(Ginama)=0.41、R(Oku)=0.31 が得られた。こ

れらの値は名護地域と比較すると小さいが、立木ヤング

率と胸高直径との相関がやや認められた。これらの結果

から、樹木の生育や測定時期によっては相関があり、生

育年数が同程度であれば胸高直径を測定することによっ

て立木ヤング率を推定できる可能性があることが示唆さ

れた。 

 

3-3 曲げ試験による強度測定 

 含水率は上記 JIS 規格の測定方法に準じて（３）式に

より求めた。このとき、同規格中に記載されている「換

気の良好な乾燥器」には市販の電子レンジを用い、同規

格の「恒量」とは、電子レンジを用いて加熱した試験片

の質量変化がなくなった時点を以て恒量とした。 

100
2

21
×

−
=

m
mmu     －(3) 

曲げ試験に供した各試験片の含水率を測定した結果、 

6.3％から 11.5%の範囲であった。木材の含水率はその力 

学的性質に大きく影響することが知られているが 11)、各

試験片の測定値は沖縄県の平衡含水率以下であり十分

に乾燥していると考えられ、含水率の影響は低いと考え

られる。曲げ荷重方向に対する年輪の傾きは曲げ強度に

影響するといわれているが、リュウキュウマツは曲木や

樹体内部に節が内在しているものが見られるなど曲げ

試験片の全長（320mm）に渡って柾目面を確保できない

ものも多数みられた。従って試験片によっては負荷荷重

方向に対して年輪が正確には垂直になっていないもの

も含まれる。このことに起因するばらつきが思慮された

がデータ構築を優先し、曲げ試験を実施した。 

図 12 に宜名真地域から伐採した木材の曲げ試験にお

ける最大曲げ強さと曲げヤング率の関係を示す。最大曲

げ強さが大きくなるに従い曲げヤング率も大きくなる傾

向があり、両者の相関係数を求めると R=0.90 と強い相関

があることがわかった。曲げヤング率は試験片の弾性範

囲内における荷重と変位の関係から求める値であるため

試験片を破壊することなく繰り返して試験することが可

能である。これに対し、最大曲げ強さは曲げ試験時に試

験片に負荷した最大荷重から求めた値で試験片を破壊す

ることから、曲げ試験で得られる木材性状の考察には曲

げヤング率を扱うことにした。 

各試験片の密度と曲げヤング率の関係を地域別に図

13－ａおよび図 13－ｂにそれぞれ示す。密度と曲げヤン

グ率の相関係数 R を地域別に求めた結果、名護地域につ

い て は 相 関 係 数 R(Nago)=0.56 、 宜 名 真 地 域 は

R(Ginama)=0.60 が得られるなど、両地域ともかなり相関
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図 12 最大曲げ強さと曲げヤング率の関係 
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図 13-a 名護地域 
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図 13-b 宜名真地域 

図 13 密度と曲げヤング率の関係 

ここで、 u：含水率（%） 

 m1：乾燥前の質量（g） 

 m2：乾燥後の質量（g） 
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があることがわかった。即ち、密度が増加すると曲げヤ

ング率が大きくなる傾向がある。 

胸高直径と曲げヤング率の関係を地域別に図 14－ａ

および図 14－ｂに示す。胸高直径と曲げヤング率の相関

係数 R を求めた結果、名護地域については相関係数

R(Nago)=0.70 で強い相関が得られ、胸高直径が大きくな

ると曲げヤング率が低下する傾向がある。この傾向は図

10 にて示した胸高直径と立木ヤング率の関係と同様で

あ る 。 一 方 、 宜 名 真 地 域 に つ い て は 相 関 係 数

R(Ginama)=0.01 となっており、双方には相関関係が認め

られない対照的な結果となった。 

曲げ試験に供した試験片木口 20mm の範囲に含まれる

年輪の数と曲げヤング率の関係を図 15 に示す。両者の相

関は R=0.39 でやや相関が認められ、年輪の数が多い試験

片の曲げヤング率が大きくなる傾向がある。木材性状に

大きく影響するといわれる木材内部のミクロフィブリル

傾角の大小に関する議論をすることなく、マクロ的な観

点から木材性状を検討する場合、（同程度の樹齢というこ

とが大前提だが）単位長さに含まれる年輪が少ない、即

ち、直径が太い樹木は曲げヤング率が低い傾向があると

考えられる。 

ツリーチェッカーによって得られる立木ヤング率と曲

げ試験によって得られる曲げヤング率の関係を図 16－

ａおよび図 16－b に示す。名護地域および宜名真地域の

相関係数はそれぞれR(Nago)=0.46およびR(Ginama)=0.36

となった。この結果は参考文献より、「かなり相関がある」、

「やや相関がある」に区分される。相関係数が予想に反

して低い値となったのは、木材に内在する節などの影響

によって木目が湾曲している部分が見られるなど、理想

的な曲げ試験片を作成することが困難なことが要因の一

つといえる。また、同一の短尺丸太から作成した試験片

においても年輪数が異なることやツリーチェッカーに入

力する密度 ρ には一定の値（ρ=1.0g/cm3）を入力してい

ることなども低い相関係数を示す要因だと考えられる。

今後、ツリーチェッカーを用いて立木のヤング率を推定
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図 14-a 名護地域 
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図 14-b 宜名真地域 

図 14 胸高直径と曲げヤング率の関係 
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図 15 年輪数と曲げヤング率の関係 
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図 16-a 名護地域 
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図 16-b 宜名真地域 

図 16 立木ヤング率と曲げヤング率の関係 
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や曲げ試験を重ねることによって、相関係数の向上に繋

がり、伐採後の木材の曲げヤング率の推定が可能になる

と考える。 

 

3-4 両端自由たわみ振動波形測定 

 表２に示すように、名護地域および宜名真地域（ポイ

ント６を除く）から伐採した樹木に対して両端自由たわ

み振動波形測定を実施した。長尺丸太から荒取りした一

次加工材の乾燥庫内における乾燥工程では（株）ケツト

科学研究所製木材水分系 HM-520 を用いて含水率を定期

的に測定した。一次加工材は比較的長尺であるため乾燥

庫内に放置しているにもかかわらず木材内部の水分が抜

けにくく、木材内部の含水率が平衡含水率程度に安定す

るまでに長時間を要することが経験的にわかった。また、

十分な乾燥を待たずに測定すると測定データへ影響を及

ぼすことが懸念された。そこで乾燥時間の短縮を狙い、

一次加工材は表層の切削と乾燥機による乾燥の工程を複

数回繰り返し行って段階的に所望の寸法に仕上げた。 

 名護地域における密度と本測定によって得られたヤン

グ率の関係を図 17－ａに、宜名真地域の結果を図 17－ｂ

に示す。両地域とも密度が大きくなるとヤング率が大き

くなる傾向があり、それぞれの相関係数は R(Nago)=0.67

および R(Ginama)=0.56 となっており、かなり相関がある

ことがわかる。ヤング率のばらつきの要因として、外部

からは確認できないような試験片内部に内在する節によ

る影響が考えられる。両端自由たわみ振動波形測定から

得られたヤング率と曲げヤング率の関係を地域別に図

18－ａおよび図 18－ｂに示す。相関係数は R(Nago)=0.13

および R(Ginama)=0.07 とほとんど相関がない結果とな

った。 

 

まとめ 

沖縄県内に繁茂する亜熱帯性木材の利用促進に資する

ため、沖縄県北部３地域のリュウキュウマツの立木を測

定対象として木材の迅速評価法に関する研究を実施した。

その結果、下記に示すことがわかった。 

 

①立木の現状 

各地域のリュウキュウマツの樹齢はいずれも 40

年程度であるが、それらの立木直径を測定した結果、

名護地域では胸高直径が 15cm～20cm、宜名真地域

では 25cm～30cm、奥地域では 15cm～20cm が多く、

胸高直径は地域によって異なる傾向を示すことが確

認できた。また、立木の胸高直径と樹高の相関は地

域ごとに異なり、名護地域は R=0.23、宜名真地域は
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図 17-a 名護地域 
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図 17-b 宜名真地域 

図 17 密度と両端自由たわみ振動波形測定に

よるヤング率の関係 
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図 18-a 名護地域 
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図 18-b 宜名真地域 

図 18 両端自由たわみ振動波形測定による 

 ヤング率と曲げヤング率の関係 
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R=0.12、奥地域は R=0.61 であった。 

 ②立木ヤング率 

名護地域の立木ヤング率を継続的に測定した結果、

立木ヤング率は測定の時期によってばらつくことが

わかった。また、立木ヤング率と胸高直径との相関

がやや認められたことなどから、胸高直径を測定す

ることによって立木ヤング率を推定できる可能性が

あることが示唆された。 

 ③曲げ試験による強度測定 

試験片木口に含まれる年輪の数と曲げヤング率の

関係について、マクロ的な観点から木材性状を検討

すると、樹齢が同程度ならば単位長さに含まれる年

輪が少ない、つまり直径が太い樹木は曲げヤング率

が低い傾向がみられた。立木ヤング率と曲げヤング

率の間には「かなり相関がある」あるいは「やや相

関がある」といえる。ツリーチェッカーを用いた立

木ヤング率の推定および曲げ試験を重ねることによ

って、相関係数の向上に繋がることが予想される。 

 ④両端自由たわみ振動波形測定 

 伐採した樹木に対する両端自由たわみ振動波形測

定の結果、密度が大きくなるとヤング率が大きくな

る傾向があることがわかった。 

 

相関係数の向上や木材性状評価法の更なる迅速化、高

精度化およびを目指すためには、今回実施した各測定の

データ数を増やすことが必要不可欠と考える。 

 

本研究は「沖縄産材の建材化に関する研究（2010 技

006）」の一環として行ったものである。 
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